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WTO=世界貿易機関

1995年設立。世界164カ国が加盟する、唯一の多国間交渉の場。農
業関税、投資・知的財産権などをめぐりこれまで対立。2003年以降、
メガFTAの興隆もありWTOの機能は停滞している。

■ WTO加盟国
■ オブザーバー国
■ EUとの重複国
■ 非加盟国

WTOの機能
 交渉
 通報
 紛争解決



TRIPS 協定

目的：知的財産権の保護と権利行使手続の整備を加盟各国に義務付ける。
加盟各国はTRIPS協定に拘束され、TRIPS協定の内容は各国の国内法に反映される。



TRIPS協定での
「知的所有権」の対象

第1節 著作権及び関連する権利
第2節 商標
第3節 地理的表示
第4節 意匠
第5節 特許
第6節 集積回路の回路配置
第7節 開示されていない情報の保護

知的財産権の対象
TRIPS協定に基づく日本の国内法



医療分野における知的財産権のかかわり

著作権＝基本的に文学、映画、音楽などの表現物が
対象となるが、コンピュータ・プログラムも文学的
著作物として保護される（TRIPS協定第10条）。著
作権の保護期間は50年以上とされている。（日本は
70年以上）
(例）人工呼吸器等、医療機器のソフトウエア、AIに
使用されるアルゴリズム等

②意匠（工業製品のデザイン）

意匠分類Ｊ７（一般機械器具）：医療機械器具
(例）身体採寸具、医療用撮影機およびカメラ（X線
など）、手術用機械器具、メス・はさみ、注射器、
カテーテル、酸素吸入器、人工呼吸器、車いす、松
葉杖･･･

①著作権

③特許
特許に関連する
医療関連品の例

 医薬品
 検査キット
 マスク
 ワクチン・抗体
 人工呼吸器の制御メカ

ニズム

④開示されていない情報の保護
新規性のある化学物質を利用する医薬品又は農業
用の化学品に関する、作成のために相当の努力を
必要とする開示されていない試験データその他の
データを、不公正な商業的使用から保護する。
（TRIPS協定第39条(3)）

(例）医薬品やワクチン、検査キットの開発に
おける試験データ



2020年10月、WTOのTRIPS理事会にて、
インドと南アフリカは、「COVID-19に関連した
TRIPS 協定の義務の免除を一時的に求める」提案をした



2020年12月時点での各国の立場



 知的財産権がCOVID-19関連の医薬品・技術の障害
に（検査試薬、マスク、人工呼吸器、ワクチ
ン･･･）

→製造のために何種類もの特許がかけられ複雑に

 医薬品・ワクチンの研究開発の進展は、公的資金
と集団的な努力によるもの

 製薬企業の自主的なライセンス措置では不十分

 TRIPSの柔軟性は重要な公衆衛生上のセーフガード
であるが、途上国は発動しにくく、パンデミック
においては不十分

 インドなどの製造業者は、ワクチン・医薬品、医
療品などの製造能力はある。

 COVID-19関連の医薬品・技術について知
的財産権が障壁となっている事例はない

 知的財産権は、COVID-19関連の医薬品・
ワクチンのイノベーションを促進し、研
究開発の原動力である

 企業による自発的なライセンス措置で十
分である

 TRIPSの柔軟性によって十分対応が可能だ

 知的財産権の障壁が免除されたとしても、
途上国の製造業者は技術移転なしに製品を生
産できない。インフラもない。

提案国・支持国の主張 反対国の主張

2020年10月～現在までのTRIPS理事会での議論



TRIPs Waiver提案に対する
国際的な賛同と運動



幅広い賛同・連帯の声
◆医療関係団体、労働組合、NGO、市民団体、患者団体･･･

国境なき医師団
国際公務労連（PSI)
世界150か国以上で公共サービスに従事する労働者による組合。2000万人以上が加盟。

People’s Health Movement(PHM)
アムネスティ・インターナショナル
アクション・エイド
IndustriALL Global Union ジュネーブに本部を構える労働組合の国際組織。組合員は5000万人。

その他、アフリカ大陸における広範なネットワーク組織、世界各国での国内キャンペーンなどが
展開

https://www.twn.my/title2/intellectual_property/trips_waiver_proposal.htm



Want Vaccines Fast? Suspend Intellectual 
Property Rights (7 December)

The Covid vaccine will benefit humanity – we should all 
own the patent (12 November)

主要メディアも取り上げる



MSF urges wealthy countries not to block COVID-19 patent waiver 





「新型コロナに対する公正な医療アクセスをすべての人に！」
連絡会から日本政府への働きかけ

政府関係部局（外務/経産/財務）と非公式
対話→省庁間にまたがる公式会合で提言

国際保健、貿易・投資に取り組む日本のNGO7団体呼びかけで2020年11月立ち上げ。Waiver 提
案に反対の立場をとる日本政府に支持への政策転換を促す

●日本の市民社会の声を集め要望する

●世界の市民社会、特にグローバルサウ
スからの要望を伝える
●ウェビナー、プレスリリースなど日本政府への要請書

①2021年２月 「新型コロナ克服のための取り

組みを世界全体で進めるため医薬品・医療技
術の知的財産権保護を緩和し、共有化・協力の
推進を」
賛同団体：計119（日本国内63、海外56）

②2021年6月 「新型コロナウィルス感染症に関わ
る知的財産権免除支持への政策転換を」
賛同団体：現在 日本国内38、海外114

③2021/11月
WTO閣僚会合を前に、「新型コロナウィルス感染症
に関わる知的財産権免除支持への転換を」求める
要請書を提出 https://ajf.gr.jp/covid-19/network-covid19/





日本は、「反対」姿勢を少し緩めたが、
「賛成」には転じていない

2021年5月、米国バイデン政権が、ワクチンに関する知
財の一時免除を「支持」表明後、茂木外務大臣（当時）
の国会答弁

「（知財免除の議論に）水を差すようなことはしない」

国際市民社会は、日本を「反対国」と認識



WTOをめぐる論点―そもそも公正な意思決定の場なのか？
・1995年の設立以来、99年のシアトル、2001年のドーハ、2003年のカンクン、2005年の香港と、いずれも途
上国・新興国側の抵抗と、市民社会からの猛抗議により閣僚会合は思うように進まず

・根底にあるのは、米国・EUなどの求める自由貿易ルールに対する、途上国・新興国の抵抗（農産物関税、漁
業補助金、知的財産権、投資・・）

・すでに2010年時点で、WTOは唯一の多国間交渉の場としての機能の大多数を損なっていた。「自由化交渉」
「通報」「紛争解決」ともに大きく遅滞
→先進国はWTOを上書きする形で二国間貿易協定、TPPなどの地域貿易協定へと変化。いわゆる「WTOプラ
ス」のルールが入れ込まれていく。またデジタル貿易などで一部のWTO加盟国のみが交渉するスタイルも

・米中の対立、「中国包囲網」としてのQUADなどの影響もあり牽制ムードが強い＝合意が困難
→中国をめぐっては、いわゆる「途上国」ステイタスを中国が今も得ていることの問題

・2020年、閣僚会合はコロナ・パンデミックのため「延期」。→2021年11月ジュネーブ開催

・2020年10月～、途上国政府、市民社会はTRIPS Waiverを加盟国に強く求める。この決定は、閣僚会合でなく
通常開かれる「知的財産権理事会」にて十分決定できる

・コロナ禍で、多くの途上国政府関係者、市民社会はスイス政府の求める基準（ワクチン接種等）に満たず現地
入りができない状態だった→交渉の公正性の問題



第12回WTO閣僚会合の延期を受けて
国際市民社会は、知的財産権の一時免除の早急な実行を加盟国に求める

〈スイス・ジュネーブにて国際市民団体が計画している一連のアクション〉
1）11月30日（火）9:00 （日本時間11月30日17:00）
国際市民社会による記者会見
※NGOに加え、TRIPS一時免除を支持する国の国会議員なども出席。ジュネーブから対面・オンラインのハ
イブリッド形式で実施。
https://us02web.zoom.us/j/84241540004

2）11月30日（火）17:30～（日本時間 12月1日（水）深夜1:30～）
スイス国内団体・国際NGOによる「COVID-19のワクチン、検査、治療に関する知的財産権をただちに解除
せよ！」
場所：ジュネーブ、リーズ＝ジラルダン広場（place Lise-Girardin）から国連本部までのキャンドルデモ
https://nov30noprofitoncovid.com/english/
★ツイッター・Facebookで #TRIPSWaiver のハッシュタグで随時現地からの情報が得られます。

★11月30日～12月3日までの国際アクションについては
https://rethinktrade.org/toolkit/wto-ministerial-global-call-to-action/



すべての人が安全になるまで、誰もが安全ではない！
#TRIPSwaiver #PeoplesVaccine #NoCOVIDMonopolies


